
令和 3年度事業報告に関する件
(令和 3年 4月 1日 から令和 4年 3月 31日 まで)

1 事業の成果

(1)第二者評価事業

機構が定め、適用している評価基準項目「Ver.4.0」 に基づき、下記の学校に対し、第二者評価

を実施し、評価結果を公表した。

①大阪医療看護専門学校 (大阪府 豊中市)

②大阪医療技術学園専門学校 (大阪府 大阪市)

③大阪保健福祉専門学校 (大阪府 大阪市)

学校ごとの評価部会及び第二者評価委員会の審議を経て令和 4年 3月 31日 付で、評価結果を各

学校に通知した。

(2)文部科学省受託事業
「実践的職業教育における第二者評価機関等の確立に向けた定義・要件等に関する提言」をテ

ーマに令和 2年度から継続事業として職業実践専門課程の第二者評価に関する調査研究を実施し
た。事業の実施にあたつては、学校評価等に関する学識者、専門学校関係者、行政関係者を委員

として委嘱し、実践的職業教育を行う専門学校の第二者評価等の定義等について審議を行い、文

部科学省学校評価ガイ ドラインの記述の修正等について提言としてまとめた。

また、事業成果報告として第二者評価フォーラムを東京で開催し、同時に全国に配信 した。

①事業期間 :令和 3年 6月 17日 から令和 4年 3月 11日 まで

②事業成果 :

○実践的職業教育における第二者評価機関等の確立に向け、主に職業実践専門課程を対象とした

第二者評価機関等の定義、要件等について「専修学校における学校評価ガイドライン」の改訂

に向けた提言としてまとめた。

○職業分野別の評価機関モデルの設立と設立過程の記録を基に「分野別評価機関設立マニュア

ル」を作成した。

○第二者評価機関の連絡協議会組織の名称、目的、構成団体、活動内容、事務局等について来年

度の準備会の立ち上げ等を示した。

○令和 3年度の審議内容をまとめ、事業成果報告書を作成した。

○第二者評価フォーラム(報告会)の開催及び同時に映像による配信を行った。

会場 令和 4年 2月 2日 (水曜日)アルカディア市ケ谷 (私学会館)6階 「阿蘇」
来場者 29名 、オンライン参加者 90名 (瞬間最大値)、 参加希望者 146名

【令和3年度の事業執行スケジュール実績】

内  容 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

〇 ○第二者評価機関等確立委員会 ○

定義・要件等検討部会 ○ ○ ○ ○ ○

連絡協議機関に関する検討部会 〇 〇 ○

第二者評価フォーラムの開催 ○

事業のまとめ・実績報告 〇■ ■ ■ ■ ■

■||■

|||
|||



2 事業の実施に関する事項

事業名 事業内容 実施日 実施場所 従事人

員

受益対象

者の範囲

支出額

(千円)

1評価システム
の構築及び運用

①第二者評価事業の実施
・評価対象学校の募集等
・評価の実施
・結果の公表

②第二者評価の実施計画策定

4月

～3月

法人事務所

各対象専門

学校等

22人 会員校

116校

受審校

3校

3,299

③学校評価研修会の実施

学校評価研修会 (3月 )

研修テーマ :「職業実践専門課

程の学校評価」

受講者計 9名

その他 1団体の研修を受託

④学校評価ハンドブックの頒布

有償 17冊

無償 10冊 〈説明資料等)

4月

～3月

法人事務所

都内会議室

等

3人 参加者 7

名

178

2専門学校等に
関する各種調査

事業

①学校評価等に関する学識者、

専門学校関係者、行政関係者を

委員として委嘱し、実践的職業

教育を行 う専門学校の第二者

評価の定義等について審議を

行い、文部科学省学校評価ガイ

ドラインの記述の修正等につ

いて提言としてまとめた。

また、事業成果報告として第二

者評価フォーラムを開催し、同

時に全国に同時配信した。

組織体制 :委員会 1・ 部会 2を
設置、委員 16名

部会委員 13名

事業成果のまとめ

◎事業成果報告書 400部

◎第二者評価フォーラムの開

催・映像による同時配信

②職業実践専門課程認定要件

充足状況書面調査の支援

組織体制 :委員 7名

調査結果のまとめ

7月

～3月

法人事務所

各専門学校

都内会議室

等

39人 不特定多

数

6,986

3専門学校等の
質的向上のため

の助言・相談事業

専門学校等の評価システムや

自己評価の進め方に関する助

言等を行った。

4月

～3月

法人事務所 3人 不特定多

数

0

4専 門学校等に
おける学校評価

資料の刊行など

の普及啓発事業

・機構ホームページによる情報

発信

・第二者評価報告書の刊行及び

結果のプレス発表
・講師派遣や教材の提供

4月

～ 3月

法人事務所

等

3人 不特定多

数

1,044



令和3年度収支計算書
(令和 3年 4月 1日 から令和 4年 3月 31日 まで)

(単位 :円 )

科 目 金 額

I 収入の部
1 会費・入会金収入
入会金収入
会費収入

2 寄付金収入
寄付金収入

3 評価料収入
第二者評価料収入

4 研修事業収入
研修受講料等収入
自己点検ブック販売収入
講師・派遣手数料

5 雑収入
雑収入

6 受話事業料収入
文部科学省受託事業収入

当期収入合計 (A)

I 支出の部

1 第二者評価事業費
評価事業費

2 調査研究事業費
第二者評価システム事業費

自己点検・自己評価事業費

調査研究事業費

普及啓発事業費

受託事業費

事業管理人件費

3 管理費
会議運営費
事務局運営費

4 予備費
予備費

当期支出合計 (B)

当期収支差額 (C)=(A)― (B)

前期繰越収支差額 (D)

次期繰越収支差額 (C)+(D)

20,000
7,420,1000 7.440,000

23 775 065

18 259 062

4.000.1000 4,000,000

4.341,520 4,341,520

0
132,650
50,000

0

182.650

0 0

7,8iO,895 7,810,395

3 298 922

0

177,675

277.122

1,043.548

6,708,700

6,753,095

3.298,922

14,960,140

731.074
2,313,019 3,044,093 3,044,093
319

0 0

21.303.155

2.471,910

28,943.111

31,415,021



令和3年度収支決算報告に関する件

貸借対照表

(令和 4年 3月 31日 現在 )

(単位 :円 )

科 目 金   額

I 資産の部

流動資産

現金.預金

現金 現金手許有高
普通預金 三井住友麹町支店
棚卸資産 (学校評価ハンドブック)

未収金

文部科学省受託料

会費等

流動資産合計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

未払法人税

未払消費税

未払諸経費

預り金

源泉所得税

前受金

流動負債合計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部

正味財産

(う ち、当期正味財産増加額 )

負債及び正味財産合計

27,738,393

107,093

27,631,300

46,420

4,948.228

4,188,228

760,000

989,417

70,000

539,600

379,817

282.183

282.183

0

32 733 041

l 271 600

32 733 041

1,271,600

31,461,441

(    2.434,935  )

32,733,041



令和3年度 財産目録
(令和 4年 3月 31日 現在)

(単位 :円 )

科    目 金   額

I 資産の部

1 流動資産

現金・預金

現  金 現金手許有高
普通預金 三井住友銀行麹町支店
棚卸資産 (学校評価ハンドブック等 )

未 収 金
文部科学省受託料

会費等

流動資産合計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

未払法人税

未払消費税

未払諸経費

預り金

源泉所得税

流動負債合計

負 債 合 計

正 味 財 産

107,093

27,631,300 27,738.393

32 733 041

1 271 600

46.420 46.420

4.188.228

760,000 4,948,228

70,000

539,600

379,817

32,733.041

989,417

282,183 282,183

1.271.600

31,461,441



書式第 18号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 年間役員名簿

令和3年4月 1日 から令和4年3月 31日 まで

生定三士
=≧

塁」遁宣」2:2ゝ巫立』吉L巴釜1菫菫壬ヨ[皿二I髭1」量匿

役  名 氏   名 就任期間 報酬を受けた

期  間

理 事 井 澤 勇 治
3年 4月

～4年 3月 3

日

日

年 月 日

～ 年 月 日

理 事 大久保 力
3年 4月 1日

～4年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理 事 荻 上 紘 一
3年 4月 1日
～4年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理 事 小 林 光 俊
3年 4月 1日

～4年 3月 31日
年 月 日

年 月 日

理 事 嵯 峨 実 允
3年 4月  1日

～4年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理 事 関 日 正 雄
3年 4月 1日

～4年 3月 31日
年 月 日

年 月 日

理 事 茅 野 祐 子
3年 4月

～4年 3月

日

日3

年 月 日

年 月 日

理 事 山 中 詳 弘
3年 4月

～4年 3月

日

日3

年 月 日

年 月 日

監 事 金 岡 昭
3年 4月  1日
～4年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

監 事 佐 野 慶 子
3年 4月 1日

～4年 3月 31日
年 月 日

年 月 日

以下余白



書式第 4号 (法第 10条、第 28条関係 )

社員のうち10人以上の者の名簿

令和 4年 3月 31日 現在
特定左宣利二動量人私立豆田学校等評価研究機構

氏   名

1
東洋美術学校

校長 中込二郎

2
日本福祉教育専門学校
校長 大谷 修

3 東京電子専門学校
校長 新休能士

4
日本工学院人王子専門学校
校長 千葉 茂

5
東京栄養食糧専門学校
校長 渡邊智子

6
専門学校神田外語学院
校長 糟谷幸徳

7 新東京歯科技
工士学校

校長 福原達郎

8 専門学校
日本ホテルスクール

校長 石塚 勉

9 武蔵野栄養専門学校
校長 久保 淳

10
日商簿記三鷹福祉専門学校
校長 吉川智之

11

専門学校東京工科自動車大学
校世田谷校
校長 佐藤康夫



特定非営利活動法人

私立専門学校等評価研究機構

理事長 井 澤 勇 治 殿

監 査 報 告 書

監 事

令和 4年 6月 1日

金
　
　
佐

岡  昭  ◎

監 事 野 慶 子 ①

私たちは、特定非営利活動法人私立専門学校等評価研究機構の定款第 15条第

4項の規定に基づき、当機構の令和 3年 4月 1日 から令和 4年 3月 31日 までの

第 17期事業年度における理事の業務執行の状況及び財産の状況について監査を

実施 した。

監査の結果、理事の業務執行の状況は法令及び定款に従い誠実に行われてお

り、また、財産 目録、貸借対照表及び収支計算書は財産の状態及び収支の状況

を適正に表示 しているものと認める。

以  上


